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平成３０年度都区財政調整算定結果について（要旨） 

 

 平成３０年度都区財政調整について、各特別区に対する交付額が決定しましたので、  

下記のとおりお知らせします。 

 

記 

 

１ 平成３０年度都区財政調整区別算定結果の特徴 

 

《普通交付金の額》 

・特別区に交付する普通交付金の額は９，４４０億８８百万円で、前年度と比べて、 

４９９億８百万円、５．６％の増となり、４年ぶりに増額となった。 

・今年度は、交付区２２区・不交付区１区となった。 

 

○ 普通交付金の交付額は、交付金の財源である固定資産税及び市町村民税法人分の増

収により、増額に転じた。 

 

○ 区別の普通交付金の交付額は、前年度に比べて、２０区が増額となる一方、２区で

減額となった（不交付の港区を除く。）。 

 

○ 普通交付金の交付額が大きい特別区は、足立区、江戸川区、練馬区、葛飾区、大田区

の順で、前年度と同様である。 

 

 ○ 港区は、基準財政収入額が基準財政需要額を上回り、財源不足額が生じないため、

前年度と同様、不交付区となった。 

 

《基準財政収入額》 

・基準財政収入額は、１兆１，３１５億２６百万円となり、前年度と比べて、８３億 

３８百万円、０．７％の増となった。 

 

○ 基準財政収入額は、地方消費税清算基準の見直しによる影響を受けて、地方消費税

交付金、地方消費税交付金特例加算額が減となったが、特別区民税は人口増に伴う納

税義務者数の増及び雇用・所得環境の改善により増となるなど、全体として増額とな

った。 

 

○ 区別の基準財政収入額は、前年度に比べて、地方消費税交付金、地方消費税交付金

特例加算額の減などにより２区が減額となったが、特別区民税の増などにより２１区

が増額となった。 

 



   

《基準財政需要額》 

・基準財政需要額は２兆５９４億９８百万円で、前年度と比べて、６１７億９９百万円、 

３．１％の増となった。 

 

○ 特別区の実態等を踏まえ、１２項目の新規算定、３２項目の算定改善等のほか、 

その他として３項目の見直しを行った。 
 
  【主な項目】 

○ 新規算定として、定期利用保育補助事業費について３億８百万円を新規に算定し

た。 

 

○ 投資的経費に係る建築工事単価の上昇分について２２４億６７百万円を臨時的に

算定したことなど、算定改善等を図った。 

 

○ その他の見直しとして、待機児童解消に向けた保育所整備費・保育所整備助成費に

ついて１３７億４６百万円を臨時的に算定した。 

 

２ 各区に交付する普通交付金の額（２２交付区分） 

 

  基準財政収入額【２３区】（Ａ）１，１３１，５２６百万円（前年度比０．７％増） 

   基準財政需要額【２３区】（Ｂ）２，０５９，４９８百万円（前年度比３．１％増） 
 
  差  引（Ｂ）－（Ａ）       ９２７，９７２百万円 
 
         うち財源不足額    ９４４，０８８百万円 

                  【交付区２２区  基準財政収入額＜基準財政需要額】 
 
         うち財源超過額      １６，１１６百万円 

          【不交付区１区  基準財政収入額＞基準財政需要額】 
 
  普通交付金(＝財源不足額)     ９４４，０８８百万円（前年度比５．６％増） 
 
（参 考） 

  都区財政調整とは、特別区がひとしくその行うべき事務を遂行することができるよう、 

 都が課する市町村税の一部を調整税とし、その一定割合を特別区財政調整交付金として、

特別区に対して交付する制度である。 

  〈 調 整 税 〉  固定資産税・市町村民税法人分・特別土地保有税 
 
 〈 配 分 率 〉 調整税の５５％ 
 
〈 交付金の種類 〉  普通交付金と特別交付金の２種類があり、交付金総額に占める 

          割合は、普通交付金：特別交付金＝９５：５ 

          ※普通交付金は、基準財政需要額が基準財政収入額を超える特別

区に対して、超える額を交付する。 

※特別交付金は、災害等の臨時的需要に対して交付する。 

 

            
【問い合わせ先】  総務局行政部区政課 

【電 話】  直通５３８８－２４２２ 


